
  

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校・附属中学校 

いじめ防止基本方針       

１ いじめ防止に関する基本的な考え方 

（１）いじめ防止対策推進法第 2条【定義】 

「この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児

童等と一定の人間関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを

通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものを

いう。」 

 

（２）本校としてのいじめ防止等に向けての基本理念 

 本校のいじめ防止等の対策は、すべて生徒が安心して学校生活を送ることや、生徒の心身の健全な成長

を期して行われる。全職員は、いじめはすべての生徒に関係する問題であり、いじめが深刻な人権侵害で

あるという認識に立ち、適切に指導する。全生徒は、いじめは行ったもの、いじめを受けたもの双方の心身に

深刻な影響を及ぼす許されない行為であることについて十分に理解できるようにしていく。そのため、全校

を挙げて「品性高潔・博学篤志」の精神に基づき、公的な精神・道徳的な感性や、目標を高く持ち努力する

姿勢を磨けるよう、授業や学級活動、学校行事など日々の学校生活の充実をはかっていく。 

また、日ごろの学校生活の中で生徒の変化を早期に発見できるよう、全職員は生徒との関わりを充実させ

るとともに、研修や教育相談活動などを通して生徒理解を深めていく。いじめを発見・認知した際には、  

生徒の気持ちに寄り添いつつ、速やかに事実確認を行い、生徒が安心して学校生活を送れるよう、全職員

で組織的に取り組む。 

 

（３）いじめ防止対策推進法第１条【目的】（概略） 

 いじめは、いじめを受けた生徒等の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格

の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがある。 

 本校では、学校全体でいじめの未然防止と早期発見に取り組むとともに、いじめが疑われる場合には、適

切かつ迅速にこれに対処し全職員で組織的に取り組む。 

 

２ いじめ防止対策委員会設置について 

（１）組織の構成 

    委員長 校長  

    構成員 附属中学校より 

校長代理、副校長、主幹教諭、教務主任、学年主任、生徒指導専任教諭、養護教諭 

高等学校より 

副校長、主幹教諭、分掌主任、年次主任、養護教諭、年次生活保健指導部 

※必要に応じて、関係する教職員及び SC、SSWなど心理や福祉等の外部の専門家に参加を求めるも

のとする。SC、SSW 等が参加できない場合においても、必要に応じて、いじめ認知の視点や、いじめ

を受けた児童生徒の回復状況の確認や支援等について助言を求めるものとする。 

 



  

（２）委員会の運営 

〇学校いじめ防止対策委員会は、月 1 回以上、定期的に開催するとともに、いじめの疑いを把握し、速

やかに対応する場合等は、出席可能な構成員のみで迅速・機動的に臨時で委員会を開催し、適切に

対応する。 

〇学校いじめ防止対策委員会では、学校としての対応方針を組織的に決定するとともに、いじめの解消

を含めたその後の対応状況の確認を行う。 

○校長は、学校いじめ防止対策委員会の結果について、会議録を作成・保管するとともに、毎月、教育

委員会事務局にいじめ認知報告書により報告する。 

 

（３）委員会の活動内容 

①未然防止 

    〇いじめの未然防止のため、いじめが起きにくい、いじめを許さない環境づくりを行う。 

〇学校いじめ防止対策委員会の存在及び活動を生徒及び保護者等に周知する。 

〇「いじめ対応情報管理システム」の活用と記録・情報共有を行う。 

②早期発見・事案対処 

    〇いじめの防止等に係る窓口や相談先を設置する。 

    〇いじめの早期発見・事案対処のため、いじめの疑いに関する情報や生徒の問題行動等に関する情 

報の収集と記録、その共有を行う。 

〇いじめ（「疑い」を含む）の情報が入った場合には、情報の迅速な共有、関係生徒に対するアンケー

ト調査、聞き取り調査等により、事実関係の把握といじめであるかの否かの判断を行う。 

    〇いじめを受けた生徒に対する支援、いじめを行った生徒に対する指導の体制、対応の方針の決定と

保護者等との連携といった対応を組織的に実施する。 

    〇いじめが解消に至るまでいじめを受けた児童生徒の支援を継続するため、支援内容、情報共有、教

職員の役割分担等を含む対処方法を決定し、確実に実行する。 

    〇いじめの背景にも目を向けた関係機関との連携した支援や、事案に応じた警察への相談や通報を

行う。 

 

③取組の検証 

    〇学校いじめ防止基本方針に基づく年間計画の作成・実行・検証・修正を行う。 

    〇学校いじめ防止基本方針における年間計画に基づき、いじめの防止等に係る校内研修の企画と計

画的な実施を行う。 

    〇学校いじめ基本方針が学校の実情に即して適切に機能しているかについての点検と学校いじめ防

止基本方針の見直しを行う。 

 〇学校評価の評価項目にいじめ防止等の取組に関する項目を位置づけ、検証を行う。 

 

 

 

 

 

 

 



  

３ いじめ未然防止のための取組の年間計画（予定）  

月 組織に関すること 生徒に関すること 

４月 ・いじめ防止対策委員会発足 

（活動方針・計画、『「いじめ根絶！」横浜メソッ

ド』等の確認） 

・前年度の引継ぎの確認 

・生徒理解研修の実施 

・職員研修の実施（「いじめ」の定義理解） 

・相談窓口の情報提供、校内掲示 

・ 中高い じめ防止対策委員会の実施      

※以後、毎月実施 

・ 生 活保健指導部で報告 、 情報交換       

※以後毎月実施 

・【中学】附属中会議・附属中学年会・職員会

議で報告、情報共有 ※以後毎月実施 

・【高校】年次会・職員会議で報告、情報交換 

※以後毎月実施 

・年度初めの生徒集会での指導 

・SOSの出し方（生徒向け研修） 

・【中高】新生活に関するアンケート 

・【中高】教育相談 

５月 ・【中高】「いじめ早期発見のための生活アン

ケート」の結果を受けて情報共有・検討会 

・研修の振り返りを受けて情報共有 

 

・【中学】三者面談の実施（保護者向け生活ア

ンケートの実施） 

・【中高】「いじめ早期発見のための生活アン

ケート」の実施（記名式） 

・【中高】アンケートを受けての教育相談の実

施 

・ネットマナーについて（生徒向け研修） 

・多様性について（生徒向け研修） 

・YPアセスメントの実施 

６月 ・職員研修の実施（特別支援教育） 

・YP アセスメントの分析（学年・年次会・学校

いじめ防止対策会議） 

・【高校】生徒向け講演会 

・【中学】横浜子ども会議 潮田中学校ブロッ

クへの参加 

7月 ・職員研修の実施 

・長期休み中の過ごし方に関する注意喚起 

 

・【高校】教育相談の実施 

・【高校】三者面談の実施（保護者向け生活ア

ンケートの実施） 

・【高校】市立高校横浜子ども会議への参加 

・【中学】学期の振り返りの実施 

・【中学】ストレスマネジメントについて（生徒向

け研修） 

８月  ・鶴見区横浜こども会議への参加 

・【中学】教育相談の実施 

9月  ・YPアセスメントの実施 

10月 ・YP アセスメントの分析（学年・年次会・学校

いじめ防止対策会議）  

・【中学】三者面談の実施（保護者向けの生活

アンケート実施） 



  

11月 ・職員研修実施 

・学校評価アンケートの実施 

 

12月 ・YP アセスメントの分析（学年・年次会・学校

いじめ防止対策会議） 

 

・横浜市「いじめ解決一斉キャンペーン」アンケ

ートの実施（中学：無記名式、高校：記名式） 

・アンケートを受けての教育相談の実施 

・【中学】学期の振り返りの実施（アンケート・

教育相談など） 

・【高校】いじめ防止市民フォーラムへの参加 

1月  【中学】教育相談の実施 

2月 ・学校いじめ防止基本方針の見直し  

3月 ・今年度の振り返り、次年度への引継ぎ 

・附属中から進学する生徒の情報共有 

 

・【高校】教育相談の実施 

・【高校】（生徒）人権研修 

・【中学】学期の振り返りの実施（アンケート・

教育相談など） 

※ＹＰアセスメント：よりよい学校生活と友達づくりのための生徒向けアンケート 

 

４ いじめ未然防止及び早期発見のための取組 

（１）いじめの未然防止のための取組 

 ①「自分も他の人も大切にする心」を育てる。教職員は、生徒が将来的に必要な社会性を身に付けら 

れるように、日常の基本ルールを教えるとともに、カウンセリングマインドをもって、生徒の身体的及 

び精神的な健康の支援を行う。 

   ②お互いに相手の気持ちを思いやりながら、素直な自己表現ができ、より良いコミュニケーションがで 

きるような環境を作る。 

   ③教職員は日頃の学校生活を通して生徒との信頼関係を築き、相談しやすい体制を作る。 

   ④生徒・保護者等とともに年度当初に「いじめの定義理解」を確認する。 

⑤インターネット上のいじめについては、情報モラルの指導を徹底し、保護者会・保護者等の会等でも 

注意を促す。 

   ⑥いじめ未然防止のための教職員研修を実施する。 

   ⑦毎朝の対面での健康観察と横浜 St☆dy naviでの心身の健康観察を実施する。 

   ⑧すぐーるや一人一台端末等を活用し、定期的にアンケートを実施する。 

   ⑨生徒の声を聴き、生徒が相談をしやすい雰囲気を醸成する。 

 

 （２）いじめの早期発見のための取組 

   ①いじめの定義や対応について、年度当初に職員研修を行い、共通理解を図る。 

   ②集会やＨＲ・学活、保護者会・保護者等の会、個人面談等で生徒や保護者等の協力・理解を得る。 

生徒・保護者・教職員から寄せられる情報をもとに、生徒情報を把握し、いじめの早期発見に努め 

る。 

   ③日常的に教育相談を行い、生徒の状況把握を的確に行う。また、各学期で全校での教育相談アン 

ケート・教育相談を実施し、生徒の学校生活に関する心配事を聞く機会を作る。 

   ④いじめを見逃さない教職員の見守り体制を構築し、気づいた情報を共有できるようにする。 

   ⑤SCや SSW等の専門職の活用の取組を強化する。 



  

５ いじめに対する措置 

 （１）組織的な対応の徹底 

①いじめの疑いがあった段階で、特定の教員で抱え込まず、いじめ防止対策委員会に報告・相談する。 

   ②いじめ防止対策委員会を中核として、教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係機関・専門機 

関との連携のもとで組織的に取り組む。 

   ③いじめ認知報告書に記載をし、教育委員会に報告をする（月に１度提出） 

 

 （２）いじめを受けた生徒及び保護者等への支援、いじめを行った生徒及び保護者等への指導・支援 

   ①いじめの訴えがあった場合は、早急に事実確認を行い、いじめを受けた生徒や保護者等に対し、徹

底して守り通すことを伝え、できる限り不安を取り除くとともに、安全を確保する。 

   ②いじめを行ったとされる生徒に対しては、事実関係の聴取を行い、いじめを行った事実が確認された

場合、複数の教職員が連携し、必要に応じてＳＣやＳＳＷなど専門家の協力を得て、組織的にいじめ

をやめさせ、再発を防止する措置をとる。 

   ③いじめを行った生徒が抱える悩みや家庭の問題など、いじめの背景にも目を向け、関係機関等と連

携して、解決に向けた対応方針を検討し、取り組む。 

 

（３）警察署等関係機関、専門機関との連携 

   ①「いじめ」が暴行や傷害等犯罪行為にあたると認められる場合や、生徒の生命、身体または財産に 

重大な被害が生じる場合などは、直ちに警察に通報して、いじめを受けた生徒を守る。その際は、学 

校での適切な指導・支援を行い、いじめを受けた生徒の意向にも配慮した上で、警察に相談・通報し、

連携して対応していく。 

   ②生徒の状況に応じて、教育委員会や各種の相談機関、専門機関と連携して対応する。  

 

（４）いじめが起きた集団への働きかけ 

   ①いじめを傍観していた児童生徒に、自分の問題として捉えさせ、いじめをやめさせることができない

場合でも、誰かに知らせるよう伝える。 

   ②はやしたてるなど同調していた児童生徒に対しては、それらの行為はいじめに加担する行為であるこ

とを理解させる。 

   ③HRや集会等でいじめの定義を学び、話し合うなどして、いじめを「しない」、 「させない」、「見逃さな

い」安心できる集団づくりに取り組む。 

 

６ いじめの解消 

（１）いじめが「解消している状態」とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要がある。 

  ①いじめに係る行為が止んでいる状態が相当の期間継続していること。相当な期間とは、少なくとも 

３か月を目安とする。 

  ②いじめを受けた生徒が心身の苦痛を感じていないことが認められること。本人・保護者等に面談等に 

より確認する。 

（２）いじめが解消に至るよう、学校は見守りや定期的な面談等により、いじめを受けた生徒・保護者等の

ケア及び支援、いじめを行った生徒・保護者等への指導・助言等を行う。 

 （３）いじめ認知報告書による解消と記載し、教育委員会に報告をする。 

 



  

７ 学校運営協議会等の活用 

必要に応じていじめ問題などを保護者・地域の方々と共有をして、理解と協力を得ながら連携を図る。 

 

８ 重大事態 

 （１）重大事態の定義 

いじめ防止対策推進法第 28 条第１項においては、いじめの重大事態の定義は「いじめにより当

該学校に在籍する生徒等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」（同

項第１号）、「いじめにより当該学校に在籍する生徒等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくさ

れている疑いがあると認めるとき」（同項第２号）とされている。 

① いじめ防止対策推進法第２８条第１項第１号の「生命、心身又は財産に重大な被害」  

    ○生徒が自殺を企図した場合       ○心身に重大な傷害を負った場合  

    ○金品等に重大な被害を被った場合  ○いじめにより転学等を余儀なくされた場合  

② いじめ防止対策推進法第２８条第１項第２号の「相当の期間」  

     国の基本方針では不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安としている。ただし、日数だけでなく、状

況や状態等、個々のケースを十分把握する必要がある。  

     生徒や保護者等から、「いじめにより重大な被害が生じた」という申立てがあったときは、重大事態が

発生したものとして報告・調査をする。 

 

（２）重大事態への対処 

① 重大事態と思われる案件が発生した場合は、直ちに教育委員会に報告する。 

② 学校主体調査は概ね３か月以内に終えることを目指し、いじめを受けた生徒や保護者等に対して、 

調査によって明らかになった事実関係を必ず説明し、教育委員会に報告する。 

 

 

   

  

 

 

 

 

【初期対応 

          と調査】 

 

 

 

 

【報 告】 

 

 

 

 

重大事態と思われる案件が発生、または 

生徒や保護者等から「いじめにより重大な被害

が生じた」という申立てがあったとき 

・「いじめ防止対策委員会」を中核とし

て、直ちに対処するとともに、再発防止も

視野に置いた調査を実施。 

・他機関を含めた対応の検討と実施。 

・いじめを受けた生徒や保護者に対し

て、調査によって明らかになった事実関

係を報告。 

直ちに教育委員会 

に報告 

調査結果を教育委 

員会に報告 



  

９ その他 

学校がより実効性の高い取組を実施するために、学校いじめ対策防止基本方針が実情に即して適切 

に機能しているかをいじめ防止対策委員会を中心に少なくとも年１回点検し、必要があると認められる

場合には、学校基本方針を改訂し改めて公表する。 

 

 

平成 26年 3月 24日  策定 

平成 29年 4月  1日  附属中開校にあたって改訂 

令和  5年 3月 24日  改訂 

令和  6年 3月 25日  改訂                   

令和  7年 3月 31日  改訂         

令和  8年 ２月 28日  改訂 


